
 

山口市景観形成重点地区助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、山口市景観条例（平成１７年山口市条例第２０５号。以下「条例」と

いう。）第２３条の規定に基づき助成する山口市景観形成重点地区助成金（以下「助成

金」という。）の交付について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の定義は、特別の定めのある場合を除くほか、景観

法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）、条例及び山口市景観条例施行規則

（平成１７年山口市規則第１８３号。以下「規則」という。）の例による。 

（助成金の交付対象行為） 

第３条 助成金の対象行為となる行為（以下「助成対象行為」という。）は原則、法第８条

第２項第２号の規定による景観形成基準及びその他市長が必要と認める基準を満たす行為

で、別表第１に掲げる助成対象基準に適合するものとする。 

（助成金の交付申請者） 

第４条 助成金の交付を申請することができるものは、前条の行為をしようとする建築物等

の所有者及び権原を有する者で、市税等の滞納がない者とする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、別表第２に掲げる対象物件等に応じて定める助成率により助成限度

額の範囲において市長が決定する額を合計した額による。ただし、その額に１，０００円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。 

２ 前項の規定による助成金の額の合計は、山口市みどりの生活通り推進事業補助金による

ものを除き、同一敷地内の助成交付対象物について、１００万円を超えないものとする。 

（交付の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、山口市景観形成重点地区助成金交付申請書

（別記様式第１号）に次の各号に掲げる図書を添付して市長に申請しなければならない。 

（１）設計図書（位置図・配置図・平面図・立面図・構造詳細図・仕上げ表） 

（２）工事費見積書 

（３）現況写真 

（４）市税等の滞納の無いことの証明 

（５）その他市長が必要と認める図書 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請を審査し、適当と認めて助成金の交付を決定したと

きは、山口市景観形成重点地区助成金交付決定通知書（別記様式第２号）により申請者に

通知するものとし、また、不適当と認めて助成金の交付を決定しなかったときは、その旨

を記載した文書により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、助成金の交付を決定する場合において、助成金の交付の目的を達成するために

必要があると認めるときは、これに条件を付すことができる。 



（申請事項の変更） 

第８条 前条第１項の規定により助成金の交付の決定を受けた者（以下「助成対象者」とい

う。）は、山口市景観形成重点地区助成金交付申請書に記載した事項を変更しようとする

ときは、あらかじめ、第６条各号に掲げる図書を添付して山口市景観形成重点地区助成金

交付変更申請書（別記様式第３号）を提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、山口市

景観形成重点地区助成金交付変更決定通知書（別記様式第４号）により申請者に通知する

ものとする。 

（助成対象行為の遂行） 

第９条 助成対象者は、助成対象行為に着手したときは、直ちに山口市景観形成重点地区助

成対象行為着手届（別記様式第５号）を市長に提出するものとする。 

（助成対象行為の完了報告） 

第１０条 助成対象者は、助成金の交付の決定に係る助成対象行為を完了したときは、速や

かに、山口市景観形成重点地区助成対象行為完了報告書（別記様式第６号）に次に掲げる

図書を添付して市長に提出し、検査を受けなければならない。 

（１）実施設計図書 

（２）工事完成写真 

（３）支払いを証する書面（領収書等） 

（４）その他市長が必要と認める図書 

（助成金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、当該報告に係る内容が助成金の

交付決定の内容に適合するものであるかどうかを審査し、適合すると認めたときは交付す

べき助成金の額を確定し、山口市景観形成重点地区助成金交付確定額通知書（別記様式第

７号）により、助成対象者に通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第１２条 助成対象者は、前条の規定による通知を受けたときは、山口市景観形成重点地区

助成金交付請求書（別記様式第８号）により、市長に助成金の交付を請求するものとする。 

（助成金の交付） 

第１３条 市長は、前条の請求を受けたときは、当該請求に係る助成金を交付するものとす

る。 

（助成金の交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、助成対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）助成金の交付申請内容以外の用途に使用したとき。 

（２）不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

（３）助成金交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４）条例第１条の目的の達成に支障となる行為を行ったとき又は目的の達成に必要な市長

の指示に従わなかったとき。 

（助成金の返還） 



第１５条 市長は、前条の規定により助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合

において、当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、山口市景

観形成重点地区助成金返還命令書（別記様式第９号）により期限を定めてこれを返還させ

るものとする。 

（助成金交付の制限等） 

第１６条 助成金の交付は、同一の建築物等の種別毎に１回限りとする。ただし、市長が特

に必要と認める場合は、この限りではない。 

２ 助成対象者は、助成金交付対象物の適正な管理に努めるものとする。 

（細則） 

第１７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第３条の規定について、平成２５年９月３０日までに実施される行為に係る助成交付申

請の場合にあっては、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 


